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１．はじめに
1980年代以降，福祉国家体制の再編が進むなかで，多く
の先進諸国において，社会サービスの供給システムに多元
化と市場化(marketization）という概念で特徴づけられる変
化が生じている。イギリスを初めとするいくつかの先進諸
国では，社会サービスの供給主体としての政府部門(行政
サービス）の比重を低める一方で民間営利・非営利部門の
比重を高めること，あるいは社会サービスに何らかの形で
市場メカニズムを導入することを目指す政策が推進され，
営利組織による社会サービス供給が拡大するなど，サービ
ス供給主体がより多様化し,多元化する傾向がみられる(平
岡2001：３０)。
わが国においても，1990年代中頃より措置制度に対する
批判が少子高齢化に伴う福祉ニーズの多様化やバブル経済
崩壊後の情勢と相まって声高に叫ばれるようになり，措置
制度がもつ行政処分としての性格，また応能負担制が負担
の不公平や非効率をもたらすとされ，社会保障構造改革そ
して社会福祉基礎構造改革へと展開されていった。
このような諸問題に対応すべく改革の第一歩として創設
された公的介護保険制度は，社会保険方式を導入すること
で，つぎのような特徴をもっている。市町村が保険者(運
営主体）となり，基本的に40歳以上の国民が被保険者とな
り保険料の納付義務を負い，要介護度認定を受けることで
サービスの利用が可能となること，サービスの利用にあ
たっては原則１割の応益負担となったこと，要介護度に応
じた保険給付の上限が設けられていること，在宅サービス
事業を中心に営利企業を含む多様な民間事業者が参入する
ことでの競争原理が導入されていることなどである。介護
サービスの提供において公的介護保険制度は，供給主体間
への競争原理の導入，介護報酬単価という「公定価格」の
設定，応益負担が挙げられる。これらの動向は，福祉分野
への市場メカニズムの導入とその影響であるともいえる
が，介謹報酬や負担のあり方，利用水準に関して要介護認
定や利用限度額などの公的規制が存在するなど，一般的な
競争的市場の形態と異なり，｢準市場｣として理解できる(佐
橘克彦2002：139)。
本稿では，多様なサービス主体，特に株式会社や有限会
社などの民間営利企業の介護サービス市場への参入が介護
サービスの供給・需要の両面にどのような影響をもたらし
たか，鹿児島県の霧島市，鹿屋市，薩摩川内市の３市にお
ける介護サービスの提供事業所の状況，民間事業所が参入
している認知症対応型生活介護事業(以下，グループホー
ムと略す｡)，通所介護，訪問介護，有料老人ホームに関し
て，事業者数及びその割合などを中心に比較検討する。加
えて，行政担当者や管理者へのインタビュー調査も行い現
場の実態を捉え，民間事業者参入が「準市場」としての介
護サービス市場にどのような影響を与えているかを考察す
る。
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２．霧島市，鹿屋市，薩摩川内市の状況
鹿児島県年齢別推計人口調査結果によれば，2012年１０
月１日現在の鹿児島県の推計人口は，1,689,511人で，６５歳
以上の老年人口は455,859人，高齢化率27.0％である。人
口別では鹿児島市が607,203人で最も多く，次いで霧島市，
鹿屋市，薩摩川内市の順である。霧島市の人口は127,475
人で高齢化率23.0％，鹿屋市は人口104,601人で高齢化率
25.3％，薩摩川内市は人口98,297人で高齢化率27.3％であ
る。
ところで霧島市は2005年11月７日に国分市を中心に溝辺
町，横川町，牧園町，霧島町，隼人町，福山町のl市6町が
合併して誕生した。鹿屋市は2006年１月１日に鹿屋市，輝
北町，串良町，吾平町のl市3町が合併して誕生した。薩摩
川内市は2004年１０月１２日に川内市，樋脇町，入来町，東
郷町，祁答院町，里村，上甑村，下甑村，鹿島村のｌ市４
町４村が合併して誕生した。
合併により３市は，産業，医療，福祉，教育など都市機
能を備えた10万人都市となり，鹿児島県内において行政政
策など比較検討の対象とされる都市でもある。合併後１０年
前後を迎え，３市における高齢化率は，それぞれ２ポイン
トずつの違いが生じている。
具体的にみていくと，第１号被保険者数，要介護認定者
数，認定率および第１号被保険者の保険料は表ｌのとおり
である。第１号被保険者数が最も多い霧島市が要介護認定
者数は少ない。介護保険料を比較してみると，要介護認定
者数．認定率が最も高い薩摩川内市が5,800円となってい
る。これに対して，鹿屋市は要介護認定者数が薩摩川内市
表１第１号被保険者・要介護認定者・認定率・介護保険料の現状
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介護保険料は、第５期介護保険事業年度
より少ないものの5,990円となっている。霧島市は，３市
において第１号被保険者数が多いが，要介護認定者数は最
も低く介護保険料は4,600円となっている。薩摩川内市は，
第１号被保険者数は霧島市より少ないものの要介護認定者
数が３市の中で一番高い。鹿屋市は，第１号被保険者数は
少ないものの要介護認定者数が多く，介護保険料は5,990
円と３市の中で一番高くなっている。このことは，何が影
響しているのか。事業数が多いことに起因しているのか，
事業所数が多いことが利用者を増やし，介護給付費を押し
上げ，結果として介護保険料に跳ね返っているのか検討す
べき課題である。
さらに，第１号被保険者の年間における介護保険受給状
況を要介護度別にみてみると，表２，３のとおりである。
受給者数は３市の中で薩摩川内市が一番多い。介護度を軽
度，中度，重度でみてみると，薩摩川内市および霧島市は
軽度，中度の受給者が多い。反面，鹿屋市は，重度の受給
者が霧島市の約1.6倍と多い。このことが介護保険料を引
き上げる要因となっているのではないかと推察される。
また，2011年度の第１号被保険者の年間介護給付総額を
みると，霧島市7,047,334千円，鹿屋市7,921,194千円，薩摩
川内市8,176,282千円で,訪問介護,通所介護，グルー プホー
ム，特別養護老人ホーム(広域型)の各給付費は表４のとお
りである。
更に第１号被保険者ｌ人当たりサービス別年間給付費は
表５のとおりである。霧島市は訪問介護では全国平均の半
分程度で，県平均よりも低くなっている。通所介護では全
国平均より低いが県平均とは同程度である。グループホー
表４第１号被保険者利用者のサービス別年間介護給付費単位：円
訪問介護 通所介護 ﾙｰ ブﾎー ム 特養(広域型）
鹿屋市 320,179 939,014 769,329 1,329,263
鹿屋市 ５４４，７３６ 1，１８４，０３５ 1,338,925 1,415,506
薩摩川内市 358,844 7７１，０９０ ６２６．１９６ 2，１８５，２３６
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表２第１号被保険者の介護保険受給者数(要介謹度別） 単位：人
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介謹２
霧島市 ６，８８６ 5,630 9,220 6,458
鹿屋市 ４，０８２ 6,973 7,635 8,044
薩摩川内市 7,996 6,358 1０，９８２ 7,468
表３軽度・中度・重度
０
要支援１．２ 要介護１．２
霧島市 1２，５１６ 1５，６７８
鹿屋市 １１，０５５ 15,679
薩摩川内市 1４，３５４ 18.450
6２
要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
3,882 2,389 １，５５７ 36,022
5,707 4．１６１ 2,674 39,276
4,398 2,863 1，３１７ 4１，３８２
2012年度介護保険事業状況報告(年報）
単位：人
要介護３．４．５ 合計
7,828 36,022
12,542 39,276
8,578 ４１，３８２
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ムは県平均よりは低いが全国平均よりは高い。特別養護老
人ホームをみると，全国平均と同程度で県平均よりは低く
なっている。ｌ人当たりの給付費は全国平均と同程度であ
るが県平均より低い。鹿屋市は，訪問介護で県平均より高
く全国平が均と同程度である。通所介護においては県・全
国平均より高い。グループホームについて全国平均の3.4
倍とかなり高くなっている。特別養護老人ホームは県平均
と同程度である。
薩摩川内市は，訪問介護，通所介護，グループホームに
関しては県および全国平均と比べて同程度もしくはそれ程
の差異はみられないが介護老人福祉施設等が全国平均の約
２倍，県平均の約1.4倍と高い数値を示している。入所系
施設の充実している市が介護給付費も高い傾向が窺える。
特に鹿屋市においてはグループホームの給付費が著しく高
い。
表５第１号被保険者1人当たりサービス別年間給付費
単位：円
訪問介護 通所介護 ＧＨ 特養 合計
霧島市 1１，２０９ 32,873 26,933 46,535 246,712
鹿屋市 2１ 1７８ 4６ 032 5２ 054 5５ ０３１ 307９５４
薩摩川内市 1３ 334 2８ 653 ２３ 269 8１ 202 ３０３ ８２７
県 計 1５ 861 3２ 1８３ 3０ 602 5８ 854 ２７０ 750
全 国 2２ 390 3６ 7０１ １５ 396 4４ 057 ２３５ 355
（2011年度給付費累計/2011年度末第１号被保険者数）
※その他のサービスを省いているため合計は一致しない。
※ＧＨはグループホーム、特養は広域型。
それでは次に、2013年１０月現在でのグループホーム、通
所介護、訪問介護、有料老人ホームの事業所数、設置法人
別､その割合などの状況をみてみると以下のとおりである。
グループホームは，介護保険制度施行時の2000年４月
から在宅サービスとして位置づけられ，厚生省(現：厚生
労働省)が，認知症ケアの切り札として推奨したこと，設
置基準や人員配置など一定の基準を満たしていることを条
件に開設が容易であることから全国的に事業所数が増加し
た。
鹿児島県では，2000年４月に28事業所が2013年１０月現在
では365事業所と，約13倍になっている。特に有限会社や
株式会社など営利法人の進出が著しい。理由として，開設
に当たってはｌユニット５～９名が基本であり建設，整備
にかかるイニシャルコストが高額とならない点，事業所の
収入面において介護保険施設として指定を受けることで保
険給付が適用され安定した収入が確保できること等があげ
られる。居住費や食費に関しては利用者負担とされ，それ
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ぞれの事業所での設定が可能になっている。
霧島市においては，全体で23事業所(342床)あり，内訳
は社会福祉法人９事業所(39％),医療法人７事業所(30％)，
営利法人(株式会社と有限会社)は７事業所(30％)となって
おり，４割ほどが社会福祉法人で，医療法人と営利法人も
３割を占めている。
鹿屋市においては，３６事業所(492床)で３市の中で最も
事業所数．ベッド数が多い。
法人の種別としては社会福祉法人９事業所(25％)，医療
法人５事業所(14％)，営利法人(株式会社と有限会社)は２１
事業所(58％)，ＮＰＯ法人ｌ事業所となっており，６割が
営利法人の経営でその割合が高い。
薩摩川内市は，全体として17事業所で社会福祉法人6事
業所(35％)，医療法人4事業所(24％)，営利法人(株式会社
と有限会社)は5事業所(29％)，ＮＰＯ法人・その他がそれ
ぞれｌ事業所となっており，社会福祉法人の割合が高い。
次に通所介護事業の状況をみてみると，介護保険制度施
行以前は市町村の高齢者福祉事業として，行政もしくは，
その委託を受けた社会福祉協議会や社会福祉法人が行って
きた歴史的経緯がある。それゆえ，現在でも事業主体とし
ては社会福祉法人が比較的多い。しかし，施設整備に係る
イニシャルコストや運営上のランニングコストが低く抑え
られることで，民間営利事業者の進出が顕著な事業でもあ
る。
霧島市では，全体で42事業所あり，社会福祉法人11事業
所(26％)，医療法人６事業所(14％)，営利法人(株式会社
と有限会社)は24事業所(57％)，その他(学校法人)がｌ事
業所となっており，おおよそ6割を営利法人が占めている。
鹿屋市では59事業所があり，社会福祉法人16事業所
(27％)，医療法人4事業所(７％)，営利法人(株式会社と有
限会社)は36事業所(61％)，ＮＰＯ法人・その他がそれぞ
れｌ事業所となっており，民間営利法人が全体の６割を占
めている。
薩摩川内市の場合は，２７事業所で社会福祉法人17事業所
(63％)，医療法人ｌ事業所（３％)，営利法人(株式会社と
有限会社)は８事業所(30％)，その他がｌ事業所となって
おり，おおよそ６割を社会福祉法人が占めている。
３市とも営利法人の参入が比較的多い｡その理由として，
①開設時の費用が抑えられる。②人員基準上，生活相談員
以外は常勤換算でよく非常勤職員で対応可能であるため，
経費を低く抑えられる。③利用者確保に関しても，特定の
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介護事業所の利用に偏らないような制度改正が行われたた
めに,比較的容易に利用者確保ができるとの思惑が働いた。
これらのことから，急速な事業展開が図られたと考えられ
る。
訪問介護事業は通所介護事業同様，在宅福祉の三本柱と
もいわれ，介護保険制度施行以前から行政もしくは，その
委託を受けた社会福祉協議会,社会福祉法人が行ってきた。
霧島市においては，２７事業所で社会福祉法人8事業所
(30％)，医療法人6事業所(22％)，営利法人(株式会社と有
限会社)は11事業所(41％)，その他(生協，事業団)がｌ事
業所となっており，おおよそ4割を営利法人が占めている
が，社会福祉法人は3割，医療法人も２割を占めている。
鹿屋市では35事業所があり，社会福祉法人10事業所
(29％)，医療法人３事業所（８％)，営利法人(株式会社と
有限会社)は17事業所(49％)，ＮＰＯ法人２事業所，その
他が３事業所となっており，民間営利法人が全体の5割を
占めており，その割合が非常に高い。
薩摩川内市の場合は，２７事業所で社会福祉法人15事業所
(55％)，医療法人4事業所(15％)，営利法人(株式会社と有
限会社)は６事業所(22％)，その他が２事業所となってお
り，おおよそ５割を社会福祉法人が占めている。
最後に，有料老人ホームついては，介護付・住宅型・健
康型の３つの形態がある。特に住宅型有料老人ホームがこ
こ数年の間に急速に建設されるようになってきた。その理
由の一つに，グループホームが2005年の介謹保険法改正に
より，地域密着型介護サービスに位置づけられたことが大
きい。これにより，各市町村の介謹保事業険計画に則って
整備されることとなり，介護保険料の引き上げに繋がるこ
とを理由に整備が抑制された面がある。その結果，民間営
利事業者を中心に通所介護事業所や訪問介護事業所を併設
する形で住宅型有料老人ホームの建設が進んだと考えられ
る。霧島市，鹿屋市，薩摩川内市の事業所数，事業所別の
設置状況は表６のとおりである。
霧島市の場合は，住宅型が15事業所,介護付が11事業所，
表６有料老人ホーム事業所数．類型
市名 類型 社会福祉法人 株式会社 有限会社 医療法人
霧島市
住宅型
介護付
１
１
９
５
３
３
２
１
鹿屋市
住宅型
介護付
７
３
８ 1４ 1
薩摩川内市
住宅型
介護付
１ ２
6４
合計で26事業所である。社会福祉法人２事業所(８％)，医
療法人3事業所(12％)，営利法人(株式会社と有限会社)は
20事業所(77％),その他(事業団)がｌ事業所となっている。
おおよそ7割を営利法人が占めており，進出が著しい。
他の２市と比較して，介護付の有料老人ホームが11事業
所と総事業所数の約4割を占めている。霧島市が有料老人
ホームを介護保険特定施設として位置づけて認可している
ことが窺える｡また,2010年度からは住宅型の有料老人ホー
ムも増加している。
鹿屋市では37事業所があり，社会福祉法人10事業所
(27％),医療法人１事業所,営利法人(株式会社と有限会社）
は22事業所(59％)，ＮＰＯ法人３事業所，その他がｌ事業
所となっており，民間営利法人が全体の６割を占めており，
その割合が非常に高い。介護付が３事業所で残り９割の３４
事業所が住宅型である。
薩摩川内市の場合は，住宅型有料老人ホームが５事業所
であり，社会福祉法人ｌ事業所，営利法人(株式会社)は２
事業所，その他２事業所となっている。霧島市や鹿屋市と
比べると事業所数が一番少ない。
３．まとめと今後の課題
霧島市，鹿屋市，薩摩川内市の介護保険実施状況および
グループホーム，通所介護，訪問看護，有料老人ホーム事
業の現状をみてきたが，３市において在宅介護サービスを
中心に民間営利法人の参入が著しい。そこで，民間事業者
参入が介護市場にどのような影響を与えているか，多元的
な福祉供給体制をどのように評価すべきか分析してみる。
国が進める地域包括ケアシステム構想は，住み慣れた地
域で在宅サービスを利用しながら生活できることをめざし
ている。グループホームや有料老人ホームなど居住系介護
サービスの増加がこれに寄与しているのか。需要と供給の
問題，給付費の増加による介護保険財政の問題もあるが，
高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯が多い地域で，安心・安
全に生活できることを考えると必要性が高い。
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介腫サービス市場への民間事業者参入状況とその影響
急増している住宅型有料老人ホームにおいては，併設の
通所介護事業所や訪問介護事業所の利用に際して介護保険
制度の複雑さも含めて，行政への相談・苦情が多く寄せら
れており，利用に際して本人及び家族への説明が充分なさ
れていない状況も窺える。
多くの事業者が参入することで介護サービスが十分に整
備されてきているが，そのことで介護サービスの質が整っ
てくるとは限らない。サービスの質が担保される必要があ
り,その評価システムとして,｢指導監査」「第三者評価」「相
談・苦情解決」の制度が設けられている。提供される介護
サービスの質の向上を図るためには事業者も行政も互いに
連携，協力する必要があると考える。
介護サービスは，その多くが人によって提供されるもの
で，その質はサービス提供者である職員で決まる。すなわ
ち事業者にとって提供するサービスの質を高めるためには
人材確保や育成がきわめて重要である。多角的に事業展開
している社会福祉法人は，独自で人材確保や事業内研修体
制を展開しており介護に関する専門性や倫理性を含めての
人材育成を図っている現状が見受けられる。一方で民間営
利法人は，小規模事業所が多く独自の研修体制を確立する
まで至らない事業所も見受けられる。このような状況にお
いて，職能団体や各種協議会などで開催される研修会が人
材育成において重要な役割を果たしていると推測される。
また，行政は保険者として指導監査能力を高めて，全体指
導・個別指導を定期的に開催するなど指導体制を確立する
必要性を感じる。
介護保険制度創設時の理念「多様な事業所の参入するこ
とで競争原理が働き，提供されるサービスの質の向上に繋
がる」とは，どのような状況であるか。多様な事業所が参
入することで，本当に競争原理が働いているか明確とは言
えないが，事業所の管理者から「グループホームや有料老
人ホームにおいて事業所によっては空床がみられており，
選ばれる事業所とそうでない事業所が表れてきた。また，
通所介護や訪問介護などでは，民間営利法人で事業中止・
廃止する事業者が出始めている｡」との意見を聞くことが
できた。
事業者や行政担当者の意見をまとめると、介護サービス
市場に民間事業所が参入したことの影響として，
①介護給付総額が増えることで市町村の介護保険財政に
影響が出てきていること，
②事業所が増えることによりl事業所当たりのサービス
利用者が減る傾向にあること，
6５
③利用者確保のために食費や居住費の価格の引き下げ競
争が始まっていること，
など明らかとなった。
多様な事業者が介護市場に参入してくることで，利用者
にとって結果的に選択の自由が増える状況にはなってい
る。しかし，事業所の選択が，利用者本人が望むサービス
とは限らない。市場主義に基づく競争原理が準市場として
の介護保険制度において機能し得るのかどうか，福祉政策
においては，利用者の権利擁護も含めて，提供されるサー
ビスの質を担保する意味からも保険者である市町村の関与
は，今後も一定程度強めていく必要性を感じる。
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